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※1,200億円までは原賠法スキームで政府夏h~

‖
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1東京電力に関する経営・財務調査委員会

:各T気
事業関連制度の見直し―・

I

:料金制度

: i)適正な原価の把握
・営業費用

・電気事業用資産 (レートベース)
・事業報酬率

: ‖|)廃炉コスト、負担金の取扱い
: ‖1)新たな料金レジーム
:卸入札

l i)新規電源入札 (長期取引)
: ‖)'高桑毛漁あう覇Jニス天札

(長期取引)

‖1)卸取引所活用 (スポット取引)

福島原発事故に伴う
賠償の実施・

社債発行不能による
資金繰り悪化 等

特別事業計画

(計画期間110年程度を想定)
・機構と東京電力で作成
・主務大臣が認定

事業計画の妥当性
・国民負担(含む料金値上
げ)の最小化及び電力の安
定供給の観点から審査

貸付、資本注入

市)スマートメーター



事業計画のポイント(1)

1.事業計画の前提
(1)需要想定

今後10年間|で最大電力がどう推移するか(節電効果の継続をどう織り込むか)

(2)原子力発電所の再稼働等

柏崎刈羽

福島第可、第2(基本的に停止/廃炉)
※建設中原発 (東通、大間)の取扱い

2.設備投資

(1)適正な投資規模(特に火力電源)

(2)IPP(独立発電事業者)卸入札等の活用

(3)福島停止に伴う系統整備の修正の要否

(4)スママトメーター等効率的需要抑制策の活用
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事業計画のポイント(2)

3.合理化計画

(1)資産・事業売却 (東電計画 :6,000億円)

①不動産(東電計画:1,000億円)

賃貸マンション,オフィス、社宅、厚生施設等 [21000億 円程度 ]

②有価証券(東電計画:2,700億円)

③子会社、関連会社(東電計画:2,300億円)

東電原案は根拠薄く、ゼロベースで作業中 [1.400億 円程度 ]

(2)コスト削減 (東電計画 :5,000億円→繰延等を除いた実質的な削減額 :1,000億 円程度 )

①人件費

(i)人員数見直し

(ii)給与等(年収)
約3,600人を削減)

・ 現状比較で20%削減(本給5%、 賞与50%以上削減)を実施中
口継続期間は議論中(継続している間は年間

―
)

(iii)年金、退職金 [10年間で呻 以上 ]

(Ⅳ )福利厚生費|[年FF― 程度 ]
②調達 [年間‐ 円程度 ]
(i)仕様の標準化

(ii)取引関係の見直し
｀
(iii)グループ会社 (子会社 :166社、関連会社 :98社 )の合理化



原子力損害賠償支援機構における継続検討事項

1口 資本政策

次回懇談会にて審議。

2.事業計画のうち継続検討が必要な事項

(1)長期的な人件費の水準

(2)電力間の仕様統一

(3)実際の電源構成を踏まえたI設備投資の見直し(含む系統整備)

(4)LNG船の活用方策

(5)燃料共同購入

(6)低稼働電気事業施設の効率的活用方策

(7)東京電力の経営資源を活用した海外lpP、 国内外R&Dへの参画の在り方 等
※(4)～ (7)については潜在的事業パートナーと相互にwin winとなる方策についての提言を機

構又は政府でオープンに受け付けることも一案
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取扱注意

(机上配布資料)

卸市場の競争強化の必要性検証と改善案、
スマートメーター等への適切な投資の検証と改善案

墓晶壇:ヲスクフォ_ス事務局



1
はじめに

この向上など効率性を高めて>東京電力の電気事業資産について、稼働尋
いくことが重要であるとの認識。

>具体的に、以下の論点について検討。

①卸電力の入1札などによるIPP事業者などの参入、
卸電力取引所取引の活性化。

②スマートメーター投資などによる需要コントロール策の整備。

③電気料金制度の改善。
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く目次>

1。 本検討の前提:福島原発停止に伴う電源構成の変化

2.検討の方向性

3.火力入札等による!PP事業者参入促進についての検証と改善策

4。 卸電力取引所活性化についての検証と改善策

5。 スマートメーター等への投資の検証と改善策
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3。 火力入札等によるlPP事業者参入促進についての検証と改善策

4。 卸電力取引所活性化についての検証と改善策

5。 スマートメーター等への投資の検証と改善策
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1.本検討の前提 :東京電力の震災発生前の電源構成

＞

　

＞

東京電力は管内の大半の需要家をおさえ、一部IPP等から購入しているものの、自社電源中心に発電している。そのため、

東電管内は東京電力の自社電源が主要
           給を行つてきた震災前の東京電力は原子力と火力を中1

東電管内の電力供給 (震災前):
東京電力自社電源を中心とした供給体制 東京電力の電源構成 (震災前):原子カロ火力を中心とした電源構成

東京電力の
電涼構成内訳 発電所内訳

発電量  使用     経過  設備
出力  (2010) 燃料  設立年 年数 利用率

東京電力

管内のシェア
東京電力の

自社電源比率

その他
事業者

―その他

水カ ８２‐
一４７。
一４４。
一‐８９
一‐‐５
一３６〇
一４５３
一２。０
一２８８
一‐５。
一３３３
一御
一２２７
一‐０５
一４４。
一３８〇
一‐０。一‐‐４
一
９。４

出典:当社内部資料



震災口福島原発停止に伴う電源構成の変化
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> 東京電力は福島原発停止に伴い供給力が減少しており、今後供給力確保に向けた新規の電源開発投資を計画している
が、今後の財務状況や賠償負担等を考慮すると投資・費用は最小限に抑える必要がある。そのため、IPP事業者等の参入
促進(他社電源活用)およ|びピーク需要抑制の方策の検討が必要である

福島原発停止に伴う電源構成の変化と課題:
資を計画しているが、投資]費用は最小限に抑える1必要がある
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検討の方向性

【供給面】
IPP事業者等他社電源の活用
0 1PP等他社電源を活用するで、

東京電力の電源開発投資および
高コスト発電費用を最小化する
・ 当面はコスト・建設期間を考慮して
LNGが中心。中長期では燃料費の
低い石炭が中心となる

【需要面】

ピーク需要の抑制

・ ピーク需要を抑制することで東京

電力の投資を最小化する

予 P午
岬
鋼 ま

火力発電
が中心

震災前の 震災により 緊急設置/
供給力  停止した  復旧した

供給力   供給カ

現時点の 今後10年の
供給力  投資による

今後10年の12020年時点
停廃止予定| の供給カ
供給カ

阻等を考慮すると、投資・費用は最小限東京電力の今後の財務状況や賠償負1
に抑える必要がある
出典:当社内部資料
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>2011年度は最大需要が大幅に低下する見込みだが、2012年に一定程度回復し、その後2020年度に向けて震災前
の水準ま

で徐々に拡大していく想定をしている

実績 予測

(万 kW)

6′000

5′500

5′000

５′８５７９ハハ〔
′５６５＼５
５

島雷5F23メ~r7＼

0

→―実績
―●―東電計画

2003 2004 2005 2006 2007 2008 :2009 2010 201L 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 20202001 2002
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東京電力の中長期電源開発計画 (震災後計画)の詳細

>福 島原子力発電所の停止による供給力不足を解消するため、東京電力は今後10ヵ年の電源開発投資計画において、
総
―

の電源開発投資を計画している
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全原発停止シナリオにおける中長期電源開発計画の詳細

仮に全ての原子力発電所が定期検査後に停止した場合のシナリオでは、東京電力は原子力の代替電源として石炭火力
の

開発を増加させる想定をしており、今後10年間の1総投資額l― 円が見込まれる



他社参入の対象となる電源および入札時の想定投資減少額
9

＞

　

＞

東京電力が将来の需要想定を元に計画している電源のなかで、原発再稼働シナリオでl― t8全原発停止シナリオ
では    の電源が少なくとも他社参入の対象となりうる
現在は原発の再稼働が不透明な状況ではあるが、他社参入により、     の投資減少が見込まれる

入札|の対象となる電源 :

最大      電源が他社参入の対象となりうる
他社参入を実施した場合には

投資額削減が見込める



>今後の電力需給の逼迫解消および東京電力による投資・費用削減に向けて、「火力入札等によるIPP事業者参入促進」
ロ

「卸電力取引所の活性化」等によるIPP事業者の参入促進(他社電源活用)および「スマートメーターの導入促進」等
のピーク

需要抑制の方策を検証する

2.検討の方向性:IPP事業者等の参入促進(他社電源活用)およびピーク需要抑制

検討の方向性 目的 具体的な方策

蛛
で、東電の投資を最小化
q!PP等の低コスト電力購入に
より、東電の高コスト発電を
停止し、費用を最小イじ

A.火力入札等によるIPP事業者の参入・拡大促進

・火力入札の復活
・
:送
電網整備計画の見直し
・卸電力取引所の活性イL

B卸「豊]翼  霧引の雌
その
彎環境アセスメントにおける配慮、燃料調達の共同化

等によるコスト削減の支援等

投資抑制による国民負担(電気

料金の値上げ)の最小イh
・ ピーク需要抑制により、電源
開発投資を最小化

lC.スマートメータ

「

の導入促進
・スマートメーターヘの投資を担堡する仕組みの導入

て供給計画人の盛り込み:料金算定におけるインセ

ンティブ

その他
0自家発、蓄電池、小規模コジエネ等の促進
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1。 本検討の前提:福島原発停止に伴う電源構成の変化
2。 検討の方向性

4.卸電力取引所活性化についての検証と改善策

5。スマートメーター等への投資の検証と改善策
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3.火力入札等によるIPP事業者等の参入促進 :(前提)日本の電力供給1体制の現状

> 当初より規制の対象外であつた発電に加え、卸売・4ヽ売ともに段階的に自由化を実施してきており、既に多数の10電力会社
以外の事業者が発電・卸売・4ヽ売に参入してきている

規制対象外・

自由化済み

自由化済み

(50kW未満の
需要家を除く)

電気事業法上の規制状況

事業規制対象外

2000年から順次自由1化を実施
。2000年 :2,000kW以上を自由化
・ 2004年 :500kW以上を自由化
・ 2005年 :50kW以上を自由化

10電力会社 (一般電気事業)
PPS(特定規模電気事業者)

特定電気事業者

展開事業者 (例 )

10電力会社 (一般電気事業)1)

卸電気事業者の

IPP(卸供給事業者)
PPS(特定規模電気事業者)の

特定電気事業者の

自家'発電

lU蒟年1ビ百百花済み          。卸電気事業
0卸供給条件の届け出は必要      O IPP(卸供給事業者)
01996年より電力会社による入札調達開始
02005年の卸売市場設立に伴い、入札に
よる調達は中断

事業規制対象外
」
~1百

電力会社(一般電気事業)
。PPS(特定規模電気事業者)
。特定電気事業者

__■」暉菱暉割誕抵送軍Ω晏主___

基硝 躍 憔 E潔 簡 無E∬ 義 魏 鷺 繁 報 覇 紹 鶏 晰 言
わ 2~PAE気事業者向けに電気を供給する事業籠源開発、琳 原子力発D3小 舶 nfL対象の需要に対して電気を供

出典:電気事業法;電気事業便覧
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(参考)電気事業者の多様化状況

>電 気事業制度改革の中で、電気を供給する事業,者は多様化しており、現行電気事業法の下で、電気事業者は、一般電気
事業者、卸電気事業者、特定電気事業者、特定規模電気事業者等に区分される

一般の需要に応じ、電気を供給する事業者。

発電口送電設備を自社保有
。例:東京電力、関西電力等10社

μ「―L
I■ ■■

「

~~~~~~~~~― ――̈ ―――――――――――̈
:

特定の供給地点にお
ける需要に応じ、供給

する事業者
・ 例:六本木
エネルギー
サービス

榊

一般電気事業者に電気を供給するため、
200万kWを越える出力の供給設備を有する
事業者
.伽 l・ 雷 籠 閣 基 日 未 雪 早 カ

―
ヽ
Ｒ
バ
籠
Ｒ
ヾ
い
い
い
ほ
ｒ

ｉ

一般需要からは区分
された限定された地点

,家庭     ・ 中小工場等
。小規模オフィ  ・デパートロ大規模
スビルロ商店   オフィスビル等

心駒
状翡
稀

特定規模需要 (原則50kW以上)に応じ、
一般電気事業者が運用・維持する系統等を
経由して供給する事業者

・ 例:エネット等

独立発電事業者 (IPP)

出典:電気事業政策の現状と課題く平成22年 11月 )
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lPP事業者等の参入・拡大の可能性①:主要な国内卸電気

口IPP・ PPS事業者の概要

> 自由化を受けて既に10年程度の電力事業経験を持つ事業者が多数存在しており、電力会社以外の事業者が電力会社に
代わつて発電および電力小売を更に進める余地は十分にある

保有出力(万kWD 事業開始年度1)

27
23

田
一鍬
一田

１

一
１

一
１

一

一

二］

¨
Ｉ一
一

¨
　

¨

二一

一

一４０

1.IPPの事業開始年度は運開時、PPSの事業開始年度は調達開始時:2現在は上場し、日本生命相互会社、日本トラステイ
・サービス信託銀行等が大株主

出典:各社:R情報:記事検索:当社内部資料



lPP事業者等の参入“拡大の可能性②:lPP事業者等の参入意欲およびコスト安定性
15

＞

＞

主要IPP・大手メーカーなどの事業者は発電口卸
         Σ動 費労

ずヽれも積極的なスタンス
各社とも、発電コストは既存電力各社対比

(参考)東京電力の発電コスト

出力      発電コスト 設備
発電所 (万kWD使用燃料 (円/kWh)利用率

火カ

その他

(水力等)

主要IPP・大手メーカーヘのヒアリング結果

主要IPP、 大手メーカーなど数社に対して火力入札が復活した場合の参入の苛能性に
ついてヒアリングしたところ、いずれも積極的なスタンス

<概要>
電源:LNGを中心に、石炭、石油等

立地エリア:ヒアリング先合計■■■■L
・東京湾岸地域、北関東、1東北電力管内などで自社遊休地や既存設備を活用

発電容量:ヒアリング先合計

建設期間:環境アセスメントを含め

<発電コスト>
自社遊休地や周辺設備の活用が可能であることや、過去の入札結果などに照らして、
各社とも電力各社対比で十分な歳争力を有しているとの見方

可変費 :

<原子力の発電コスト>
・日本エネルギー経済研究所は、福島原子力
発電所事故による賠償額を考慮した原子力発電の
コストを8.5円 /kWh程度と試算υ
・エネルギー・環境会議に「コスト等試算・検討委員会」
(仮称)が設置され、原子力発電等のコストの試算が

2..賠償額を10兆円と仮定
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:PP事業者等参入に向けた条件整備 :火力入札のこれまでの経緯

火力入札の開始:

1995年に発電への競争原理導入を目的として火力入本u制度を創設

第一次電気事業制度改革(1995年 )により火力入札制度が創設される
0発電部門への競争原理導入による電気料金低下等を目的として、卸電気事業の

参入許可の撒廃および電源調達入札制度を導入

卸電力取引所創設に伴い中断

第二次電気事業制度改革

(2003年 )にて卸電力取引所の

設立が決定され、2005年から

取引開始したことにより、自由

な取引が可能となつたとされた

ことから、現在は入札が中断し

ている

＞

　

＞

火力入札制度は第一次電気事業制度改革により1995年に創設され、入札実施時には電力会社の募集に対して4～5倍の

応札があり、活発な入札が行われた
ただし、2005年からの卸電力取引所の取引開始に伴い、現在は入札が中断している

火力入札の現状 :

導入後の電力入札結果

(単位:万k"    募集

E毛濾轟万」 10.0
15.5

100.0

20.0

100.0

20.0

倍率

3.5倍

5,7倍

3.9倍

5,8倍

3.6倍

5。 1倍

募集

10.0

15.5

100.0

40.0

70.0

20.0

30.0

倍率

4.6倍

8.1倍

5。9倍

3.3倍

3.2倍

8.2倍

5.0倍

1996年度入札

応札

34.5

85.0

386.0

115.3

358.0

102.5

1997年度入札

応札

45.5

125.0

586.0

132.7

223.0

163.2

150.0

~弓
苗西曇
「 ¬~轟
男
~1

EI三菫亘五三:]
L:三亘曇三E憂

"EI:]
l b~歯電J3~¬
|~万轟勇

~~¬

合計 265.5 1,081.3 4.1倍 1,425.4

出典:電気事業審議会基本政策部会中間報告 (平成9年 12月 )



lPP事業者等参入に向けた条件整備 :火力入札1実施時の効果
17

>過 去の火力入札においては想定価格より低い価格で落札されており、一定の効果を実現したとされており、入札制度の導入
効果があつたものと考えられる
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!PP事業者等参入に向けた条件整備1火力入札の復活(新しし`火力入札制度)

>今後火力入札を復活させるにあたつて、IPP事業者から出されている改善策について検討する必要がある

IPP事業者から提示された過去の火力入札における課題 新しい火力'入札制度の改善案

電力供給先の

自由度が限定的

電源線を含めた

投資リスクが

大きい

将来の電源建設の

見通しが立てづらい

託送料金が高い

IPP事業者から提示された具体的な意見

。発電量全母を電力会社への卸にするのではなく、一部を市場

鰤熙匁bi[魃薇絶轟
者も多い。)
0発電電力の|一部を入札実施電力会社以外にも販売できる仕組
みは電力会社に電力が集中することを避ける観点からも必要

・ 電力会社との契約容量分も給電指令が出ていない時間帯に

現在、発電事業者は電源線敷設費用の全額を費用負担(特定
負担)することになつているが、敷設ルート選定や費用早積り、
工事実施は全て電力会社が行うため、大きなリスク要因となつ
ている
lPP、 PPSなどの電力の販売先日販売形態に係わらず、電源線

敷設費用は,般負担(託送原価に算入)することで、発電事業
者の投資リスクの一部を軽減できる

・

I重[][11』 I曽[]llil:る

比率が諸外国より高

 ト

発電量の一定を長期固定契約とする一方で、その

他の部分については自由売却を認めるほか引き

続き全量を長期固定契約とすることも可能とする

長期固定契約分についても、余剰分の他者への

売却を認める

」
盤

騰

臓

Ｆ

: ついては相対卸へも活用可能として頂きたい

燃料価格調整方法の考慮

発電所のリプレースも入札にする

後の送電網計画見直しと、その元での

発電所新設の余地の公表

入札実施スケジュールのi公表

(例 :特別事業計画による公表)

ｋ

息

勝

Ｆ

Ｆ

|・ 燃料価格変動調整等の契1
´:`:υ :Ⅳ ヽ 口`“

い U・ ロ ー ン ｀

電 、
|・
奪軍言黄記奨謂
「

実施スケジュールのi公表

特別事業計画による公表)

現在検討中
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2.検討の方向性
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4.卸電力取引所の活性化 :卸電力取引所活性化の必要性
21

>卸 電力取引所の活性化は、価格透明性の拡大・電源確保策としての重要性に加えて、今後自家発・再生可能エネルギー等
が拡大する見込みのなかで発電電力売却の自由度の確保としても必要な取組みである

卸電力取引所の活性化は、
価格透明性の拡大・電源確保策として重要

卸電力取引所活性化の意義

価格指標性・価格透明性の拡大
・ 価格指標性の高い市場価格が形成され、供給側
の発電所建設投資の判断材料となるほか、需要
家と価格折衝を行う際の1参考指標になる

新規事業者の参入促進
・ 電力販売方法の自由度が高まり、販売先確保の
難度が低下することにより、新規参入事業者も
円滑に事業活動を行うこ|とが可能となる

需給逼迫時の電源確保

・電力調達方法の多様化により、需給が逼迫した
際に短期卸取引市場として機能し、電源確保に|

つながる

加えて、自家発・再生可能エネルギー拡大に向けた
電力販売自由度の確保としても必要な取組み

関東地域における 再生可能エネルギー発電の
自家発の追加売電可能容量     累積発電容量推移
(自家発電保有者1,657万 kWに      (風 力および太陽光発電)
対するアンケート調査結果)

(万kW)

2002  2004  2006  2008  2010

売電可能
範囲

出典:資源エネルギー庁r自家発設備の活用状況について」,JPEA「日本における太陽電池出荷量の推移」,矢野経済研究所「太陽光発電システム市場の現状と将来展望2010」
矢野経済研究所「風力発電システム市場に関する調査結果2009」
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卸電力取引所の概要と取引の現状

> 日本における卸電力取引F~fは、2003年の第二次電気事業制度1改革において設立が決定され、2005年4月から本格的に

取引が開始されたが、現時点では限定的な取引量に留まる

日本の卸電力取引所の概要

T般社団法人 1日本卸電力取引所
(略称 :」 EPX)

2005年 4月

51社 (2010年 12月現在 )
・ 電力会社、卸電気事業者、PPS等
。取引は電気の供給者のみで行われ、
需要家や環物取引をしない投機家
は参加できない

スポウト取引
030分単位・翌日受渡の1日前取引
時間前取引
。需要の4時間前まで取引可能

先渡取引
・ 向こう1年間に受渡する電気の1カ月

又は1週間を単位とした取引
その他の取引
・ グリーン電力取引 ヽ
C京都メカニズムクレジット取引

取|ヨ 1所の利用状況:現時点では限定的な取引量に留まる

取引所取引の比率 :取引数量 :

(取引所取引の約定数量)

約定数量 (億kWh)

100

制

∽

・ｏ。

弼
　
０。４。　　　　　　　　　　　　蜘

撤

一　

　

０
・
３８

由

‐ ‐

‐ ‐

日

日

‐ ‐

目

‐ ‐

‐ ‐

‐ ‐

― ‐

― ‐

９９
．
６２

郵

　

　

０
。
２４

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

９９
。
７６

赫

　

０
・
・６

出典:資源エネルギー庁電力調査統計:日本卸電力取引所資料



卸電力取引所の現状の課題
23

＞

＞

＞

卸電力取引所の取引参カロ者は、価格メリットが少ないことや流動性の低さを課題として挙げている
商品ラインナップについても現状では限定的との認識が強く、取引方法や商品性の改善が望まれている
また、手続き面での煩雑さや取引手数料の割高感等も課題として挙げられている

取引参加者が提示している卸電力市場の課題

スポット取引:

リアルタイム取引
(時間前取引) 先渡定型取引 先渡市場取引

出典:電力中央研究所『卸電力取引所の活性化に関する現状と課題」

取引量・需要量が読めず、入札後の不確実性が大きい
・価格の変動要因が不透明で、将来の収支予測が困難
・ 需要量の正 が難しく、入札量を増やせない

・ 決済までの期日が短い
・ 通告変更の手続きが面倒
・ 取引手数料が3銭/kWhと高い

受渡当日の調整ができない

利便性を改善する余地がある
。受渡期間が暦月 (月初から月末)のみで柔軟に設定できない
・ 取引手数料が3銭/kWh+0.6～ 1銭/kWhであり高い

取引所清算でないため、
相手先の信用リスクが大きい

取引の匿名性が担保されない

託送申し込みや決済等の
事務手続きが煩雑

価格が魅力的でなく、経済的メリットが少ない
。相対取引と比較して価格が魅力的でない

:重繋嘉房墨彗襲質『ボgF紀

商品ラインナップが限定的
・ オプション等の金融取引ができない
。「24時間型」口「昼夜型」以外の時間帯を対象とした商品がない
・「週間」より短い商品がない

流動性が低いため、取引に参加できない
・ 入札数量が少ないため、取引機会が少ない
0受渡時のスポット入札量次第で、受渡履行ができない可能性
がある



卸取引市場活性化の方向性① :電力会社の効率的な発電設備の運用と取引所取引の促ピ

海外市場(例 :Nord Pod)は限界費用での入札が行われており、各事業者は積極的に取引所を活用している
一方で、日本の卸電力取引市場では電力会社の購入数量が少ないままである

Nord Podでは限界発電費用に基づく入札が行われている

(Nord Pod<北 欧の取引所>における
価格決定の原理)

限界発電

費用
ガスタービン

平均スポット価格

＼
市場参加者は限界発電 ヽ
費用で入札し、入札量が

発電量と合致した価格で
全量が約定

ノルデイック
年間消費量

電力1会社の卸市場からの

購入は極めて少ない

(東京電力における

他社購入電力量の内訳)

取引所の活用のメリット

東京電力の経営効率化と

取引所の活用
。東京電力の経営効率化を考えれ

ば、限界発電費用(可変費)を考

慮した、取引所のよリー層の活

用が考えられる
。このことは、マーケットメーカーや

一定量のタマ出し義務といつた取

引所活性化策と実質的に同様の

効果を持つとも考えられる

・ こうした取引所の活用により、東

京電力に効率的な電源活用が実

現することや、ベース電源につい

ても取引所を通した売買が増え

ることが期待される。

料金原価査定時の参考指標

・ 可変費の原価査定の際に、取引
所の価格を勘案する方法が考え

られる

%

100

＼、
1ヽ
、

80

60

20

山仄

ヽ
、
、

石
購入

コジェネ
レーション

太陽光

原子カ
風 カ 水カ

限界発電費用が低いものより契約

(Nord Pod市場説明資料からの抜粋)

出典:当社内部資料:Nord Pod HP

] F°
・5ol   「0.431   F°・511

市

入

卸

購

99。 44 99.57 99.49
その他

他社購

2008 2010 (年度)
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卸取引市場活性化の方向性③:取引方法・商品性の改善

> 海外市場は、リアルタイム取引においては直前まで取引可能濁市場が多く、また金融先物取引やオプシヨン取引、発電容量

取引等の日本卸電力取弓1所が提供していない取引方法・商品をラインナップとして揃えており、今後の卸電力取引所の活性

化に向けては、商品・サデビスの追加が必要と考えられる

ゴヒ区欠

Nord Pool

・ 前日取引

独・仏  EPEX
(European Power Exchange)

0前日取引

米国

PJM

・ 前日取引
・ 前日リザーブ取引
一市場参加に必要な

予備分の取引

海外各取引所と

JEPXの差
JEPX

(日本卸電力取引所)

,前日取引

憲5集
約して晨灘 習房

・ 当日取引
-4時間前まで
取引可能

・ 先渡定型取」|
―顕名取引
・ 先渡市場取引
―匿名取引

海外では直前まで
リアルタイム取引が可能
(」EPXは4時間前まで)

海外では金融先物取引
やオプション取引等の

多数の商品を提供

1.Ⅵ山d Power PLrく仮想発電設備):売却対象の発電資産を特定せずに、発電容量のみ売却対魚とすること2省エネやビークカットにより発生する疑似的な電
力容量 出奥:各取引所HP
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5。 スマートメーターの|

導

一
入促進 :スマートメーター導入に向けたこれまでの取組み

>

>

スマートメーターの導入に向けては、これまでエネルギー基本計画や規制・制度改革に関する分科会等において意見提示

がなされており、政府の補助事業としての大規模導入実証事業の実施や官民一体となつたアライアンスが設立されている

電力会社においても各社が実証実験の実施を発表してきた

日本におけるスマートメーター導入の取組み

電力会社の取組み :

国内電力会社が発表した実証実験の概要

2010年 6月に改定されたエネルギー基本計画において
「費用対効果等を十分に考慮しつつ、2020年代の可能
な限り早い時期に、原則全ての需要家にスマートメー

ターの導入を目指す」ことが示された

同じく6月の規制・制度改革に関する分科会第1次報告

肇曇象          昼鰍 軍帰軍2
マネジメント機能間のインターフエースの標準化などに
ついて速やかに検討を開始し、結論を得る」とされた

政府の補助事業として、2009年度から2011年度にかけ
てスマートメーター大規模導入実証事業を実施し、
一般家庭を対象に、スマートメータ■導入に期待される

省エネルギー・負荷平準化効果について分析を実施

2010年 4月 に官民一体となつてスマートコミュニテイを

推進することを目的として「スマートコミュニティ・アライ

アンス」が設立された

出典:スマートメーター制度検討会報告書 (平成23年2月 )

電力会社

(既設の機械式メータ■個数) 実証実験の概要

北海道電力
(366万個)

東北電力
(674万個)

東京電力
(2,744万個)

中部電力
(946万個)

北陸電力
(181万個)

記房‰ ,

四国電力
(273万個)

九州電力
(323万個)

象鷲翼誌架計鸞 ■設     畠群所

難頸 輻 繭鱗靱 鱚 ぎ鰐

麹聯葛諏凋壽無理曇霧疑誕異幹≦浙

層『酬1澪蜜難粧髪刈饉稲憔 鷺催霧 異

牟震詔 為乳島事彗髪雇薯彗羹贅籠警緊暮鮮
平`成23年度から平成24

笏

輪需編 鍋鐘講難躍甲
ヒを目指し、平成24年度を目自こ、

麗撃6蹴翻 辮 軟『躍 ‰ 革馨諜讚 澁
入拡大予定



スマートメーター導入の意義
29

＞

＞

これまでのスマートメータ‐導入の意義は再生可能エネルギー導入像による周波数コントロール等が中心であった
震災を受けて、スマートメーター導入に対してピーク需要抑制としての役割が注目されている

供給コスト等に応じたきめ細かい時間帯別単価の導入が可能
となり、強制的な需要抑制ではなく、プライスメカニズムを活用
したピーク需要抑制が可能となる

供給信頼度の低下時に、需要家月1に、負荷の遮断や間欠
運転等が可能となる

負荷の遮断や間欠運転等に予め同意した需要家が
インセンティブを受ける料金体系が可能となる

自家発併設の需要家の場合、ピーク時に自家消費分を抑制
し、売電に回す可能性がある

購入電力会社を選択する余地が広がる

出典:スマートメーター制度検討会第1回配布資料 (平成22年 5月 ):スマートメ→ ―制度検討会報告書(平成21年 2月 );エネルギー・環境会議r当面のエネルギー需給安是策J(平成23年7月 29日 )

(スマートメーター制度検討会第1回配布資料 (2010年 5月 )より)

これまでのスマートメーター導入の意義 震災を受けたスマートメーター導入の意義

スマートメーターに期待されている効果について '
/スマートメーターに対しては、多くの企業が様々 な効果を期待しているところであり、
それらを大別すると以下の通り。

(1)霊力会社等における実務効率化

・計量
異黒翻撃静

針、不払い需要家等に対する停止・解除、契約変更手続き等)の遠隔実施に

`配電系統などの構築・運用の高度化及び効準化(遺隔監視による停電範囲の早期特定等)
・時間毎の計量値に基づく桂上変圧轟等の目電設備に関する設備形成の合理化
・ガス供給の選隔監視による保安の確保(災害時における速隔開閉寺)
(2)省エネ・省C020負荷平準化
・消費量・電気料金等の見える化による省エネ

.・号唐

`二

π7金薯y理葦駐塩絶理薯重豪孵
海の経済的インセンラブによるデマ

。家庭や地域単位でエネルギーを最適にマネジメンけ るために、家庭内における機器(EV、エ
アコン等の家電製品及び太陽光パネル等の発電設備)を現御・運用していくためのゲートウェ

「≪荀纂轟轟 墓轟:轟I轟蔦事
要に応じて制御することで、再生可能エネルギニの大量導入時におl16系統安定化コストを
抑制
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ドイツ・カナダロ米国等ではスマートメーターにより時間帯別単価を導入することで、ピーク需要抑制を狙う動き
が既に実行に

移されてきている

また米国の一部事業者はスマートメーターの導入を通じて短時間負荷遮断まで踏み込んで
いる

実施主体

Rw酔諄:剛l“ c酬っ

取組み概要

スマートメーターを無料で提供し、時間帯別単価を導入

・利用状況F金額が見えるスマートメーターを消費者に無料で提供する

。併せて、ピーク需要抑制のために時間帯別単価を導入

室温・照明の連隔操作が可能なHEMS(″ Smatt HOme″ )を提供

・端末価格を200ドル台に抑えたHEMSキットを販売

・ ピーク需要抑制効果に加え、利便性向上による顧客維持を狙う

‐ ― ― ― ‐ ~‐ ‐ ~‐ ‐ ~~‐
1‐
‐ ― ― ‐ ~‐ ¨ ‐ ~‐ ‐ ~‐ ‐ ‐ ~‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ~~~~

スマートメーター(時間帯別単価)と、エアコン
ロ洗濯機の遠隔コントロール機能を

導異』
a尾

レ1鵬口琴
e壺

  組み合わせて提供(パイロツトプログラムとして実施)〔）ν̈̈眈輌ｈ

聰鮒欝期饗D
ピーク時の電力料金を高く設定し、ピーク需要を抑制

口002量を削減

・トロント地区(人口500万人強)のグリーンシテイ化を目指して、2008年から

プロジェクトを開始

・スマートメーターを導入し、ピーク時はオフピーク時比で最大30倍の単価を設定

し、ピーク置源である石炭ロガス発電量を低減することでC02量を削減

米国 Ausun Energy

(売上 :約800$mil a) ・壇
"  
鷹讐ちブ蓄斬ぷ翼野爾鬱聾幹三纂驚:ら

供給危機時に

・ 5年間で消費者の20%が当条件に合意

L賀!留需:号舅菫L3崎11)秦望:|モ 1:〔
・

`‐

1士HP」二の
″
Business Volume″ の

″
Ene唖Ⅳ&EnpoweFne咸

″
に梃31臓さオしている値。US Dept of Ene嘔りi卜 1風 0軍研甥巳1機関 3.`11土 HP」1の

″
Auttn Energy Budget″ :こ饗31胸さオしている撻1。

士ホームページ



東京電力の現時点のスマートメーター投資計画
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東京電力では今後10年間1超でスマートメーターを導入する計画を立てている。基本的には、既存メーターの交換時(10年で
交換)にスマートメーターヘ置き換える計画であり、当期間のスマートメーターヘ投資額は    となる。
もっとも、東京電力が導入を計画しているスマートメーターはHЁMSη対応になつていないため、機能追加のために追加投資
を行わなければならない可能性がある

制御等を可能とする。
試験導入分は含まず
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導入すべきスマートメーターの考え方

スマートメーターの性能比較

表示可能 表示可能 計測のみ 計測のみ

自動検診 自動検診 自動検診 自動検診

海外主要メーカー

A       B
国内主要メーカー

c        D

表示可能   表示可能

国内メーカー

製品の課題

逆潮流値が

表示できず、

自家発電分の

自由な取引が

できない

自動遮断 自動遮断 自動遮断 自動遮断

データ蓄積
/管理

短い間隔での
双方向通信

データ蓄積
/管理

短い間隔での

双方向通信

分離設置 分離設置

分離設置

分離設置 分離設置

将来のスマート

グリッド(HEMS)

展開に対応して

おらず、追加

投資が必要

プリベイド
システム

分離設置 分離設置
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東京電力が導入を計画しているスマートメーターは自動検針・遠隔開閉のみの「電子式強化対候型普通電力量計」を想定し

ているが、将来のスマートグリッド(HEMS)には対応していない仕様となつている。数年後にHEMS対応を行うことになれ
ば、非効率かつコストが増大するため、当初からスマートグリッド(HEMS)に対応可能なスペックで導入を図ることが望まし

スマートメーターの価格比較

1メータ当たリコストη(万円)

2.O4 2.O4 2.gg

1湯差ヨヨ
HAN7~′ イ`スI HAN7~′ イ`ス

国 ζ霜

言 雪三
Oo

"寿FS
の

1.記事が発行された2010年6月 の為替の終値1ドル=88.39円で換算

鮒翼詰詰
=7設
鷺稔繁盟 響醍纏男LR器各製鋼 岬 3貫零蒼畷橿藁摺讚 奪_トメーター企業ビジネスモカ嘲コ



スマートメーター導入の効果①:発電設備投資|および発電費用削減
33

＞

　

＞

スマートメーター導入により9%程度のピーク需要削減が実現できれば、設備投資削減額のみでスマートメーター投資額を
回収可能である
ピーク需要削減が4%に留まつた場合でも、設備投資額に加えて燃料費削減額を考慮すると投資回収は可能と考えられる

ピーク需要抑制率
シナリオ1)

ピーク需要を
4%抑制

ピーク需要
抑制規模の

(万kW)

235

投資削減想定額助

合計  1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 千軍コ蹴ζ「
≦砕費f脚冥

‐

ピーク需要を
9%抑制 529

ピーク需要を
14%抑制

824

ピーク需要を
20%抑制
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スマートメーターヘの投資を担保する仕組み

仕組み①:供給計画への盛り込み

計画名

神流川2号

葛野側4号

緊急設置GT・ DG

富津4号

fttG丁口MACC

鹿島GT・ACC

川崎2号

五井リプレース

広野6号

スマートメーター設置

‐

東京電力がスマートメーター投資を計画通りに実行することを担保するためには「供給計画への盛り込み」および「料金算定
におけるインセンティブ付け」の導入を検討してゆく

出力  運開口運用年月

(万kw)

47   H24.7

40    H26.5

103  設置済
51    H22.10

150   H23.8-H26.7

H24.7-H26.7

H25.2～ H29.7

０

　

２

２

　

９
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(参考)本検討方策実施による投資および費用の想定削減額

>本検討の方策であるIPP事業者等他社電源の活用(火力入札・卸電力取引所活性化)、 ピーク需要の抑制(スマートメーター
の導入促進)を実行することにより、      の投資削減および   円～中 の費用削減が見込まれる

検討の方向性 投資および費用の想定削減額

投資削減額    費用削減額 (年間削減額)

必要な投資額

一⇔
一榊
一⇔

(スマートメーターの

ネットコスト)

(スマートメーターの

ネットコスト)

爾ピーク需要の抑制

(スマートメーター
⌒―"       綱   「の導入促進 )
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まとめ

1.火力入札による卸電力市場の競争強化
▽原発再稼働の見通しが不透明である状況を踏まえ、早急に低コストかつ安定的な電源の確保を考えるべきではないか。
▽東京電力自身による設備投資を最小限に抑え、電気事業資産の効率性を嵩めていくため、火力発電所について入札制度を復活することによる
IPP事業者の参入が考えられるのではないか。
―主要IP'事業者からは参入の意志や一般電気事業者対比で低コストかつ安定的な電源の開発能力があるとの認識が示されている。
▽具体的には、新規電源の開発や卜既存発電所のリプレースに際して、入札を実施することを考えてはどうか。
▽IPP事業者の参入を促し、競争強化を図る観点から、入札を以下のような形で行うことが考えられるのではないか。
口発電量の一定部分を長期固定契約とする一方、それ以外ついて自由売却を可能とする。また、長期固定契約部分についても、余剰分は他者への
売却を認める。
・投資リスクを軽減する観点から、

:電気事業者の送電網整備計画とその下での新規発電所設置可能エリアや、将来の入札スケジュールを公表す
る。
・託送や燃料費調整などを含め、適切な料金体系の構築を図る。

2.卸取引所の活性化                             ´

▽今後、自家発電設備や再生エネルギー等の普及やIPP事業者の増加が見込まれる中で、卸電力取引所取引の活性化を図るべきではないか。
▽電気事業資産の効率性を高めるため、発電の限界コストを勘案した売買を行うなど、取引所取引の積極的な活用を図るべきではないか。
―電力会社の取引所利用が高まることで実質的なマーケットメーカーとして機能するなど、取引所取引の活性化も促されるのではないかb
▽市場の流動性を高める観点から、ネガワット取引の導入や取引ルールの改善などが考えられるのではないか。

3.スマートメーターヘの投資
▽電力需給が逼迫する中で、需要コントロール策としてスマートメーター導入の意義が高まっていくのではないか。
一これまでは、主として再生エネルギーの普及に伴う周波数コントロール策として検討されてきた経緯。
―スマートメーターヘの投資効果を試算すると、発電設備への投資削減や検針コストの減少などにより、十分に投資費用を賄いうるとみられる。
▽スマートメーターの導入に当たつては、適切な需要コントロールを行いうる機能を持たせることや、複数の電気事業者が利用できる汎用性を
持たせること等が重要ではないか。

4.電気事業資産の効率性向上を担保するための料金制度
▽電気事業資産の効率性向上を図るための料金制度改善策を考えるべきではないか。
・料金の原価算定に当たつて、卸取引所における取引価格を可変費の参考としたり、検針メーターについて適切なスマートメーターのみを電気事業
資産に計上することを認めてはどうか。
・上記を含め、適切な原価と報酬|に基づく算定が可能となるための料金制度を構築していくべきではないか。


